
 

 

仕 様 書 

 

 

契 約 番 号  令和８年度 工 第１５号 

工 事 名 称  郡上浄水場Ｎｏ．２取水ポンプ取替工事 

工 事 場 所  長浜市小谷郡上町 郡上浄水場 

 

当該工事の施行にあたっては、本仕様書を遵守すること。 

 

１ 現場代理人および監理技術者 

（１） 受注者は、本工事に当たり現場代理人及び主任技術者を定め、当企業団に届出書を提

出して承諾を得なければならない。また、必要に応じて監理技術者を定め、届出を行

うこと。なお、現場代理人及び主任技術者または監理技術者と受注者との直接的な雇

用関係を確認できるもの(社会保険、雇用保険の写し等)を添付すること。 

（２） 専任の主任技術者および監理技術者は、入札執行日以前、３箇月以上の雇用関係にあ

ること。  

（３） 現場代理人は必ず現場に常駐し、他の現場との兼務は認めない。ただし、工事準備等

の行為を含め工事現場が不稼働であることが明確である期間については常駐の必要は

ないが、現場のパトロールの実施と常に緊急時には速やかに対応できる体制を確保し

なければならない。 

（４） 主任技術者の資格は、以下のとおりとする。建設業法(第２６条)による主任技術者の

資格は、以下のとおりである。 

１） 実務経験年数による場合は、経歴書を提出すること。 

① 大学卒〔指定学科〕 ３年以上の実務経験 

② 高校卒〔指定学科〕 ５年以上の実務経験 

③ そ の 他 １０年以上の実務経験  

２） 資格等による場合は、資格者証の写しを添付すること。  

① 建設業法「技術検定」 

（５） 当該工事における現場代理人と主任技術者または監理技術者を兼ねることができる。 

（６） 現場代理人は、建設業法第７条第１項第２号に定められた技術者（営業所における専

任の技術者）でないこと。  

（７） 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬

入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者

の工事 現場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、請負契約

の締結後、監督職員との打合せにおいて定める。 

（８） 監督員が受注者から完成した旨の通知を受け、監督員が完成確認した翌日から契約期

間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要し

ない。なお、日程の都合上、契約工期満了後に検査が行われる場合は、契約工期満了

後の監理技術者等の工事現場への専任を要しない。 



 

 

 

２ 施工計画 

施工計画書を作成し、あらかじめ監督員と協議しなければならない。 

提施工計画書の作成にあたっては、「土木工事関係書類作成マニュアル(滋賀県土木交

通部)」によるものとするが、下記事項及び共通仕様書により別途規定がある場合は、そ

の内容を追記するものとする。 

また、監督員がその他の項目について補足を求めた場合も、同様とする。ただし、当

初請負代金額が２５０万円未満の工事については、「計画工程表」、「現場組織表」、

「主要資材」、「緊急時の体制及び対応」及び「再生資源の利用の促進と建設副産物の

適正処理方法」を提出するものとする。 

 

３ 工事の下請負人通知書 

（１） 工事の一部分を下請けさせる場合、必ず建設工事下請負人通知書を提出し企業団監督

員の承諾を得ること。しかし工事の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、請け負わ

せてはならない。 

（２） 前項の規定により通知した事項の変更があった時はすみやかに変更届を提出すること。 

 

４ 損害賠償 

工事の施行に伴い通常発生する物件等の破損の補修費および騒音・振動・濁水・交通障

害等による事業損失にかかる補償は、請負人の負担において行わなければならない。 

また、本工事完了後においても明らかに本工事に起因する物件及び構造物等の破損の補

償及び修理は、すべて本工事請負人の負担で行わなければならない。 

 

５ コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録 

請負人は、受注時または変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事

について、工事実績情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正

時に工事実績情報として作成した「登録のための確認のお願い」をコリンズから監

督職員にメール送信し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、

日曜日、祝日等を除き１０日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜

日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、

祝日等を除き１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。 

登録対象は、工事請負代金額５００万円以上の全ての工事とし、受注・変更・完

成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。 

なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請

負代金のみ変更の場合は、原則として登録を必要としない。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はコリンズ登録時に監督職員にメール

送信される。 

なお、変更時と工事完成時の間が１０日間（土曜日、日曜日、祝日等を除く）に

満たない場合は、変更時の登録申請を省略できる。 

 



 

 

６ その他 

（１） 請負人は、地方公共団体、地域住民と、工事の施行に必要な交渉を自らの責任におい

て行うものとする。請負人は、交渉に先立ち、監督員に事前報告の上、これらの交渉に当

たっては誠意をもって対応しなければならない。 

（２） 請負人は、工事の施行にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなけれ

ばならない。また、工事の施行に関して苦情があった場合には、誠意をもってその解決に

あたらなければならない。 

（３） 請負人は、前項までの交渉などの内容は、後日紛争とならないよう文書で明確にして

おくとともに、状況を随時監督員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

（４） 請負人は、暴力団員等から不当介入を受けた場合は、速やかに警察に通報するととも

に監督員に報告すること。 

 

７ 工事期間 

 契約日の翌日から令和９年１月２９日まで 

 

８ 工事概要 

深井戸水中ポンプの取り替えを行う。 

 

９ 工事内容等 

（１） 工事内容 

・図面参照 

（２） 機器仕様 

・深井戸水中ポンプ φ50mm×225L/min×60mH×5.5kw 

ステンレス製 清水用(上水)  

電源ケーブル延長 L=30m   ・・・一台 

 ・上記用フロースリーブ ステンレス製 

    ポンプメーカー純正品に限る。  ・・・一個 

 

１０ 交通安全管理 

（安全対策費） 

安全対策については、道路管理者及び所轄警察署との打合せの結果により変更等

が生じた場合は設計図書に関しては監督職員と協議するものとし、設計変更の対象

とする。 

また、条件変更及び受注者にて特に必要と認めた場合は、その対策等について設計

図書に関して監督職員と協議するものとし、設計変更の対象とする。 

（安全施設類） 

標識類、防護柵等の安全施設類については、現場条件に応じて設置する他、道路管

理者及び所轄警察署並びに地元自治会と打合せを行い実施するものとする。 

道路保安施設設置基準（案）以上の保安施設類が必要な場合、設計図書に関して協

議するものとし、設計変更の対象とする。 



 

 

（交通誘導員の有資格） 

交通誘導員については、下表のとおり計上しているが、道路管理者及び所轄警察署

の打合せ結果又は、条件変更等に伴い員数に増減が生じた場合は設計図書に関して

監督職員と協議するものとし、設計変更の対象とする。 

     なお、交通誘導員ＡおよびＢとは、公共工事設計労務単価に定める職種の定義によ

る。 

 

 

（交通安全法令の遵守） 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、

監督職員、道路管理者および所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線

および道路標示に関する命令（平成２６年５月２６日改正 内閣府・国土交通省令第

１号）、工事現場における標示施設等の設置基準（平成２６年１０月１日一部改訂版

滋賀県土木交通部）、道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知

昭和４７年２月）に基づき、安全対策を講じなければならない。 

（工事現場における標示施設等） 

受注者は、工事現場における標示施設等の設置基準（平成２６年１０月１日一部改

訂版滋賀県土木交通部）に基づき、標示施設および防護施設の設置および管理をおこ

なわなければならない。 

受注者は、工事標示板等の製作にあたって事前に「工事種別」および「工事内容」

について監督職員の確認を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置場所 交通規制対象工種 交通誘導員 編    成 昼夜別 
交替要員 

の有無 

工事施工区間 ポンプ取替工 

 

 

１名／日 交通誘導員Ｂ 昼間 無 



 

 

 

１１ 保証期間 

本工事に係る工事目的物についての保証期間は、当企業団へ引き渡しの日から１年間

とする。 

引き渡しの日から起算して、１年以内に生じた受注者の責に起因する不具合について

は、無償にて速やかに現品の取換え、もしくは、復旧修理を行うこととする。 

上記の措置を行った場合は、その都度事故の内容、原因および措置を講じた事項に関す

る報告書を、当企業団に提出するものとする。 

 

１２ その他 

（１） 現地は山道への一般車両の出入りがあるため、片側通行かつ山道出入口をふさがない

ようにすること。 

（２） 当工事に必要な資材、重機、工具等はすべて請負人が用意すること。 

（３） 契約書および仕様書に明記されていない事項については、当企業団と協議して定める

ものとする。また、指示されていない事項であっても工事遂行上、当然必要とする事項は、

良識ある判断に基づいて行わなければならない。 

（４） 書類、完成図書の提出については、監督員の指示する書類を提出すること。 

（５） 工事の際は、上水道施設運用に支障がでないよう十分に配慮し、特に水質汚染に繋が

る行為は行わないこと。 


